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TPPと国会承認

　昨年10月に合意され、本年2月に12カ国の関係者で調印されたTPPは関係国の国会承認を得る段階に至っている。
　日本政府のうたい文句は「21世紀型の貿易協定で、参加12カ国は世界のGDPの40％を占める最大の貿易協定で、日本が参加することで、アベノミクス成功の基盤となる重要な貿易協定で一刻も早く国会承認を成立させるべきだ」とメデイアも大合唱している。

　7月18日付け日本経済新聞社説は“まず日欧FTAとTPPに集中せよ”と力説し、「TPPは日・EU交渉にも影響している。EU側は一部の農産品でTPPを上回る関税削減や撤廃を求めているからだ。一方でTPPには米大統領候補が反対を表明している。しかし、12カ国の交渉をやり直すのは非現実的だ。TPP再交渉の余地がない点を示すためにも日本は率先してTPP協定案を速やかに承認すべきだ。それを通じて米議会にTPP協定案の早期審議を促しつつ、日・EU交渉も加速する。そんな二正面作戦が求められている」と日本の財界を代弁するような、財界寄りの意見を掲載している。

このような動きの中、経団連、日本商工会議所、経済同友会、日本貿易会の経済4団体のトップは首相官邸を訪れて、TPPの早期実現を求める要望書を提出。経団連の榊原定征会長は「反グローバリズムの流れを断ち切るため、日本が率先して承認することをお願いしたい」と臨時国会での早期承認を求めたという。これに対し、安倍首相は「早期発効の機運を高めたい」と応じたという。（朝日新聞）
経済同友会が今春、会員73社から得たアンケートではTPPの活用方法について、TPPの発効が見通せないこともあり、42％が「当面様子を見る」と回答したという。

政府は今年の通常国会でＴＰＰ協定の承認案と関連法案の成立を目指したが、衆議院では継続審議となった。臨時国会でも民進党や共産党などの野党はＴＰＰ反対をかかげて参議院選挙を戦ったので、混乱が予想される。

米国の議会対応

しかし7月18日に始まった共和党全国大会で採決する政策綱領草案には「環太平洋経済連携協定（TPP）に関しては再交渉で、より良い条件の貿易協定を結ぶ」と、盛り込んであり、日経や経団連など日本財界が希望しているTPPの米国議会での早期承認は難航すると判断するのが現状では正しいのではないだろうか。

一方、前述通り、TPPを推進してきた米国でも、大統領候補のヒラリークリントン氏や、サンダース氏、トランプ氏などがTPP反対を表明しており、米国での議会承認は容易ではないと思われる。ただしTPPの再交渉を主張していたヒラリー氏の動きにもかかわらず、公表された米民主党の11月の大統領選挙に向けた党の政策綱領草案にはTPPの議会採決阻止は明記されていないという。（日経　7月17日）

サンダース氏やトランプ氏などはTPPの再交渉を唱えており、来年1月任期のオバマ大統領の任期中にTPPの議会承認は容易ではないと見られている。

　　TPPの秘密交渉

このような状況下日本が率先して拙速にTPPの国会承認を得ることは問題だ。さきの国会でのTPP審議に際して政府は臆面もなく黒塗りの交渉文書を提出しその秘密ぶりが大きな問題となった。国民に交渉経過や合意の内容に関して納得のいく説明をすることが先決だ。
このTPPは交渉の過程を含め、合意後4年間は交渉内容を公開せず、秘密にすることになっている。通商交渉において交渉締結後も長期にわたり交渉内容を公開しないとの条項は米国が主導して挿入したものだ。

米国のノーベル経済学賞受賞のステイグリッツ米コロンビア大学教授は、TPPは最悪の秘密通商交渉だとして、米議会に抗議の文書を提出している。世銀の副総裁、米大統領経済諮問委員会委員長を歴任し、国際経済・貿易専門家でもあるステイグリッツ教授はさらにTPP協定に盛り込まれているISDS（企業が国家を訴えられる裁判制度）についても企業が国　　家を訴えられる条項は国際法に反するとして強硬に反対している。
　かかる多くの問題を有するTPPを最大の利害国である米国の議会承認前に、日本だけで早急に今秋にTPPを承認をしてほしいと経済界トップが安倍首相に要望すること自体がおかしい。TPPに関しては米国の多国籍企業100数社が企業益を狙い「TPPを推進する多国籍企業の会」を結成し、日本を中心にアジアへのビジネス拡大を目指し、米議会に強力なロビー活動を展開している。TPPはまた米国のアジアへの転換戦略PIVOT作戦に基ずく米国の国益増大戦略でもある。

　TPPの問題点とEUとのFTA交渉

TPPは関税削減、撤廃のみでなく、貿易円滑化、紛争処理、食と健康の安全、医療保険、医薬品、知的財産、投資、サービス貿易、金融、政府調達、国有企業、労働、環境など実に30の分野について合意を要求されており、超国家法規が含まれている。日本国家の国益、国民の利益の面からも拙速に短時間で国会承認を得るにはあまりにも広範で大きな制約と問題がある。経団連などが早期の国会承認を要請することは問題だ。むしろ日本国の100年の大計を見据えて、国民にも広くTPP合意事項を公開し、国民と共に時間をかけて慎重に議論すべき協定だ。
　筆者は長年のTPP研究と過去30数年の貿易商社勤務中20数年の海外駐在での国際貿易の経験から判断してTPPは拙速を戒め、慎重のうえにも慎重を期して対応しなければ日本にとって悔いを千載に残すことになると危惧している。
TPPは：
①解決に多大の時間と労力がかかった江戸時代の開国時の不平等条約、
②1945年の第二次世界大戦での日本の武力敗戦による長年の国民の苦労、
③40年後の1985年、米国の円切り上げ要求に屈したプラザ合意での金融敗戦により現在まで30年以上も継続しているデフレ不景気と経済の不振と低経済成長、
④2016年のTPP承認により4度目の貿易敗戦を喫することになるだろう。日本にとり社会的にも1945年の敗戦以来、最大規模の悪影響を及ぼす悪法がＴＰＰだと認識している。
　したがってＴＰＰの国会承認に際しては、時間をかけて慎重のうえにも慎重を期して国民的議論と審議をすべきだと確信している。
EUと米国とのTTIP（環大西洋貿易投資連携協定）も本年中の合意を目指して交渉が継続していたが、6月の英国のEU脱退決定の影響もあり、合意にはさらに時間がかかるだろう。
また日本とEUとのFTA（自由貿易協定）も交渉に時間がかかることも踏まえて、TPP国会承認については慎重に検討することが肝要であることを強調したい。
　TPPの内容と問題点

　財務省大臣官房参事官・岸本　浩氏の2016年5月17日の関西学院大学、東京商工会議所、日本関税協会主催の「TPP協定の意義とこれからの貿易・ビジネスの展開」～貿易・ビジネスはどう変わるか、TPPをどう生かすか～の資料によれば、環太平洋パートナーシップ協定（TPP）について「アジア太平洋地域において、物品及びサービスの貿易並びに投資の自由化及び円滑化を進めるとともに、知的財産、電子商取引、国有企業、環境等幅広い分野で21世紀型の新たなルールを構築するための法的枠組みについて定める」として、

＊21世紀のアジア太平洋にフェアーでダイナミックな「一つの経済圏」を構築する試み。

世界のGDPの約4割（これは約80%が日米二国の合計だ。したがってTPPは実質的に日米二国間のFTAだと言っても過言ではない～筆者注）世界人口の一割強を占める巨大な経済圏。

＊TPP協定締結により我が国のFTAカバー率は22.3%から37.2%に拡大。

＊物品関税だけでなく、サービス・投資の自由化を進め、さらには知的財産、電子商取引、国有企業など幅広い分野と新しいルールを構築。　

＊我が国にとっての経済効果は、実質GDPを2.59％（約14兆円）、押上げ、雇用を1.25%（約80万人）増加させる見込み。（この数字はTPP発効後、何年後のことか明記ない～筆者注）

この資料はTPPの農業や食の安全、ISDSなどの問題点には触れないでバラ色の未来を喧伝している。これは原発推進に際して自民党と原子力村が吹聴した「原発の安全神話」に共通する宣伝と一脈相通じるものがある。

　われわれはこのようなTPPのバラ色の幻影に惑わされることなく、TPPの問題点とその日本への影響を十二分に考究することが必要である。

　そもそもTPPは2006年に小国のシンガポール、ブルネイ、ニュージーランド、チリの4カ国がアジア太平洋地域4カ国で結成した自由貿易協定のP4協定を米国が横取りしてTPPに変容させ、21世紀に発展するアジア太平洋との貿易を拡大する目的でPIVOT戦略も絡めてアジア太平洋諸国の12カ国と交渉を開始したものである。従いTPPは究極的に米国の国益と米多国籍企業の企業益追求がその背景にあることを充分留意することが肝心だ。

TPPとTTIP～欧米の反対運動の現状

　先日、都内のホテルで開催されたジャパン・ハンドラーたちが結集するCSIS(米国戦略国際問題研究所)の日米セミナーに参加した。米国側の出席者がTPP締結の必要性を強調し、

TPP締結は米国、日本のアジア太平洋での中国への軍事的対決の意味もあると発表した。

米国はTPPを経済的にも軍事的安全保障面でも中国に対峙する為にも日米が主導して早期締結の必要性を訴えていた。米国はTPPを経済と安全保障の観点からも重視していることを強調した。しかし自由貿易協定を軍事とからめて交渉することには違和感を覚えた。日本としては十分留意してかかることが肝要だろう。

一方、6月19日東京で開催の国際シンポジウム「TPP,TTIPなどが脅かす民主主義・環境・暮らし」に参加した。

　講師の一人、上田雄彦・横浜市立大学教授によれば：

＊0.14％の金持ちが、世界の金融資産の81.3％を所持。

＊上位20位までの金融市場のプロが毎年120億ドル（一人当たり660億円の年収を得ている）

＊もっとも富裕な層62人が、世界の36億人分の富を所有。

＊世界資産の25%が300の多国籍企業で占められている。

＊これら企業の売り上げは世界貿易の3分の2、世界GDPの3分の1を占めている。

＊世界貿易のおよそ60%は多国籍企業の内部で生み出されている。

＊多国籍企業は世界の隅々から余すことなく富を得ている。

との研究成果の発表があり、多国籍企業の独占に驚いた。このような多国籍企業は利益の課税逃れのために先日発表された「パナマ文書」で指摘のタックスハブンに利益を移転させており、二重の意味で、国家経済に悪影響をおよぼしていることを留意する必要がある。

米国から参加のパブリック・シチズン　グローバル貿易ワオッチのメリンダ・セントルイス氏は米国では党派を超えてTPPに反対しており、大統領候補のクリントン、トランプ、サンダース氏もTPP再交渉などを掲げていると説明あった。

米国での党派を超えた反対の理由は　①TPPの秘密性と企業の影響力　②ISDSなどで新たに拡大される企業の権利　③TPPは食の安全、医薬品へのアクセス問題、環境・気候、金融規制、人権などを脅かす　④TPPと似た過去の貿易協定は破滅的な結果を齎している　⑤公式調査によるとTPPはなんの経済的利益をもたらさないと強調した。

TPPは歴史上も最も秘密性の高い貿易交渉で7年間の秘密裏の交渉、米国の500以上の多国籍企業のアドバイザーが条文案への影響力を持っている。参加国はTPPが発効してからも4年間は交渉中の条文は公開しないという覚書を結び、国民の目から真実を隠ぺいしている。しかもTPPには失効の日時が記載なく、12カ国の合意なしでは言葉一つ変えられない条約だ。

　投資家対国家紛争解決（ISDS）は世界銀行傘下の機関が担当し、無制限の保証を求めることができる。TPPが発効すれば6450社の米国企業子会社が日本政府の政策に対してもISDS攻撃を仕掛けられる。さらに医薬品、GMO(遺伝子組み換え作物)、食の安全、金融規制緩和、環境への悪影響などもある。下院議員、上院議員の3分の一が11月改選を迎える。新大統領の移行期間も含めて、TPPの議会承認は非常に困難視されている。さらに米国では1500の団体がTPPへの反対を表明する書簡を2016年1月に議会に送付している。一方、450の環境団体も2016年6月にTPP反対の書簡を送付。さらに米国の有名な経済学者のステイグリッツ教授、クルーグマン教授、ロバートライシュ、サマーズ教授などがTPPは経済的利益は少なく、むしろ多くのリスクがあるとしてTPPに反対している。

先に鳴り物入りで喧伝されたNAFTA(北米自由貿易協定)、韓国・米国のFTAもはかばかしい効果がなく、むしろ米国には恩恵がないとの研究報告もある。（メリンダ・セントルイス氏）

日本のメデイアでは米国でのこのような反対意見は報道されず、アベノミクスの目玉としてTPP協定の早期承認が必要との言説が喧伝されているのは問題だ。

ベルギーから参加のCorporate　Europe Observatoryのローラ・ブルージュ氏は米国・EUの環大西洋貿易・投資パートナ‐シップ協定（TTIP）について①透明性の欠如、②ISDSは民主主義への脅威、③環境保護への脅威、④公共サービスの民営化の問題点、⑤TTIP交渉の秘密主義などからTTIPを汚い協定だと指摘した。特にTTIPと食の安全に関して肉のホルモン剤、遺伝子組み換え作物、殺虫剤の増加、塩素処理された鶏などが人間の健康と安全に悪影響を与えるとして問題視している。

　EU本部のあるベルギーでは環境団体、農民、労働組合、健康保険団体などが多国籍企業の利益を追求するものとしてTTIPに反対運動を展開している。

このようにTPPのみでなくTTIPも米国、ヨーロッパで国民の反対運動が起こっておることに留意する必要がある。

　結論～日本のTPP反対運動～正しい、信頼できる情報の収集と分析、活用を

日本では「TPP交渉から即時撤退を要求する学者1000人の会」（会長・醍醐東大名誉教授）などがTPPに反対していたが、最近活動している様子も見えず、同会の一員でもある筆者にとっては誠に残念である。

最近出版された植草一秀・伊藤　真氏は著著『泥沼ニッポンの再生』（ビジネス社）で「TPPへの加入は主権の喪失を意味する」と警告を発し、

＊独立国家としての主権が失われることになるTPP締結

＊日本の司法権を毀損するISDS条項

＊日本の司法が危機的状況に瀕していることを知らない司法関係者

＊ISDSの受け入れは自国が未成熟な国であることを宣言するようなもの

＊農業分野の関税で聖域として守られた品目はゼロ

＊国家の存続に関わる食料安全保障を脅かすTPP

＊日本市場への参入を積極化させるアメリカの医薬品、医療機器メーカー

＊日本がひざまづかされる相手はアメリカでなくグローバル多国籍企業

＊TPP脱退は不可能なのか

などTPPの問題点を端的に指摘している。

近刊の山田　優・石井勇人著『亡国の密約』（新潮社）～TPPはなぜ歪められたのか～

は労作である。ここではTPPで日本が譲歩を繰り返した背景に、コメを「聖域」として米国との間に過去に結ばれた密約があったことを暴いている。この書ではGATT時代の通商交渉時代から交渉を追跡しているジャーナリストが日米密約の事実を暴いている。

　日米間にコメ輸入をめぐる”密約“が存在する。その実態が明らかになれば貿易の自由を脅かす明白な違反行為として日本は国際的な非難にさらされかねない。この密約にTPPを含めた日米交渉の本質が隠されているとして、実態を暴いている。

　今回のTPP合意の背景には農林省を差し置いて「日本版NSCの米国寄りの谷内事務局長が主導し、日本ハンドラー、日本ロビーのCSIS(米戦略国際問題研究所)の策動でTPPが政治化された」経緯が詳しく記述されている。「TPP－日米再激突という虚構」「米国の提案を丸呑みした落日の日本」「蚊帳の外に置かれた農水省と農林族」「一錠8万円のハーボニーなどで崩壊する国民皆保険」「AIIBの衝撃が引き金になった」「骨抜きにされたTPP」などTPP、交渉の内幕がウルガイラウンド・コメ交渉などを通じて歴史的に詳しく説明されている。一読の価値ある著書だ、

　一方、『泥沼日本の再生』の共著者・弁護士の伊藤　真氏は「TPPに関して国民も国会も情報を知らされず、情報もなしにＴＰＰという条約が承認されようとしている。これは主権者国民の意思とは言えない。それは明らかに憲法61条、73条2項違反になる。日本政府がＴＰＰを承認すれば国民の主権が失われるのみならず、独立国家としての主権も失われてしまうことになる」「ＩＳＤＳ条項で日本の裁判所は何も手を出せない」「ＴＰＰを推進しているのはグローバルな強欲巨大資本だ。結局はグローバルに支配を進めようとしている巨大資本が、日本市場を完全な支配下に置くためにＴＰＰが必要なのだ」「農業、食の安全・安心、医療、金融の問題などいったんＴＰＰに入ってしまうと足抜けできなくなる」とＴＰＰについては安倍政権のバラ色の喧伝に惑わされずに日本国民として真剣にＴＰＰの得失を慎重に検討することがわれわれ国民の義務、責務であると思われる。

　そのためには情報が操作されていないか、情報の出どころはどこか、情報の精査を行い、

情報を量のみでなく質的な面からも十分検討し、国内外の正しい情報の把握に努め、正確な情報の収集、的確な分析により、正しい判断をすることが何よりも大切であることを強調したい。
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